


















































































CIS+M より失業率が高いこと、中東欧、南東欧と CIS+M で変動の経路が異なり、中東
欧、南東欧は移行の初期に失業率が高く、2000 年以降わずかに低下傾向であるのに対し、







行国の 2000-06 年の就業率は 50-65％であり、アメリカや EU（15 ヶ国）と比較して遙か
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を示した図 1 から、3 地域に共通する傾向として、以下の 2 点が挙げられる。一つは被用




着実に増加し、2006 年現在では南東欧と CIS+M で 10％以上を占めている。自営業者は
男性に多く、女性の約 2 倍である。
表 1　移行国の就業率と失業率
1990-94 年 1995-99 年 2000-06 年
就業率 失業率 就業率 失業率 就業率 * 失業率
中東欧
チェコ 71.7 3.2 66.7 5.3 64.9 7.9
エストニア 72.8 4.0 61.3 10.3 63.1 9.9
ハンガリー 55.2 8.3 50.1 8.7 61.5 6.4
ラトビア 70.4 6.1 53.5 16.4 60.7 10.8
リトアニア 73.1 1.9 57.6 15.2 56.7 12.0
ポーランド 56.4 13.1 52.6 12.9 52.9 17.8
スロバキア - 9.8 - 13.0 64.4 17.5
スロベニア 59.1 6.8 60.6 7.6 57.5 6.4
南東欧
アルバニア - 15.4 - 14.7 - 15.0
ボスニア・ヘルツェゴビナ - - - 15.3 - 41.2
ブルガリア 59.8 12.4 49.5 14.8 53.1 14.1
クロアチア 52.3 13.0 52.5 11.9 50.4 13.9
旧ユーゴ マケドニア - 25.0 - 35.5 - 38.3
モンテネグロ - 25.0 - 32.1 - 31.7
ルーマニア 64.1 6.5 63.5 7.0 59.2 7.4
セルビア - 22.3 - 24.8 - 30.0
CIS+M
アルメニア - 3.3 - 9.5 - 9.6
アゼルバイジャン - 3.3 - 0.9 - 1.3
ベラルーシ - 0.8 - 2.8 - 1.8
グルジア - 3.6 - 8.1 - 11.9
カザフスタン - 1.8 - 10.2 - 9.4
キルギスタン - - - 3.8 - 7.5
モルドバ - - -- 4.2 7.5
モンゴル - 7.1 - 6.0 - 3.8
ロシア 69.8 3.8 59.0 10.8 61.4 8.5
タジキスタン - 0.6 2.7 - - 2.4
トルクメニスタン - 19.5 - 23.9 - 20.9
ウクライナ 73.9 0.2 69.6 2.4 63.0 3.5
ウズベキスタン - 0.1 - 0.4 - 0.3











『北東アジア研究』第 16 号（2008 年 12 月）
図 2　労働力人口に占める企業形態別雇用の推移








1990-94 年 1995-99 年 2000-06 年
国営部門から非就業者へ
中東欧 6.6 5.8 5.4
南東欧 9.5 4.9 5.4
CIS+M 6.7 6.2 4.9
私営部門から非就業へ
中東欧 3.0 3.6 4.3
南東欧 5.1 3.7 5.0
CIS+M 4.5 3.3 4.3
自営部門から私営部門へ
中東欧 0.2 0.2 1.2
南東欧 0.2 0.4 0.7
CIS+M 0.3 0.4 1.2
非就業から国営部門へ
中東欧 4.7 3.1 3.2
南東欧 2.1 1.8 1.9
CIS+M 6.0 3.7 3.9
非就業から私営部門へ
中東欧 4.0 5.5 7.5
南東欧 1.6 2.7 4.7
CIS+M 1.6 1.8 3.7
非就業から自営部門へ
中東欧 0.5 0.5 0.9
南東欧 0.5 0.7 1.2
CIS+M 0.9 1.3 2.2
出所）EBRD (2007) p. 68.
備考）労働力人口は 18-60 歳の人口である。





































































































活動の種類 より多く 同程度 より少なく 無回答
仕事 30 49 16 5
家事 33 45 16 4
家族と過ごす 51 40 2 7
友人と過ごす 34 47 11 8










出所）Khakhulina (2001) p. 16.










要ではない（43％が重要）としている。概ね 3 分の 1 の人々が過去の経験や知識は現在に
役立たないとしていることがわかる。
　望ましい職場として、国営企業が 59％、私企業が 23％、中小企業は 41％、大企業は
35％であった。これは実際の配分と大きく変わらない。現在の自営業者のうち 2/3 は継続
したいとしており、1/4 は別の企業で適した仕事を見つけたいと考えている。
  自分に合った仕事を見つけることについて、3/4 が難しいとしており、全般に悲観的で
ある。今の仕事を辞めたら新しいのを見つけることはきわめて難しいと回答したのは 2/3
に上る。潜在的移動も高い。48％がチャンスあれば仕事を変わりたいと考えている。また、
1/3 が次の 12 ヶ月に仕事を探すつもりであり、1/5 が実際に現在探している。こうした潜
在的労働移動の背景には、自分が考える仕事の重要性と期待充足度との間のズレに代表さ
れる労働者の不満がある。ただし、実際の労働移動はそれほど大きくない。1/3 が 1 つの
仕事を続けており、2-3 回変わったのが 44％、4 回以上変えたのは 1/5 のみであった。





















  続いて、労働を動機づける要因について確認しよう。まず、表 5 から体制転換にともな
う労働の動機づけの変化を確認しておこう。1989 年から 2000 年までの労働モチベーショ
ンの変動をみると、「賃金額にかかわりなく仕事は重要」は 10％～ 17％で推移しているの



































15 12 12 17 14 10 12 17
仕事は何よりお金を
稼ぐ手段
25 48 47 57 65 64 61 70
仕事以上に重要なも
のがある
54 31 23 17 12 16 17 8
仕事は不快で、可能な
ら働きたくない
6 9 10 5 4 6 5 4
無回答 - - 8 4 5 5 5 1
出所）Рывкина (2004) стр. 177.











仕事の中身（73％と 46％）、安全性（82％と 51％）や出世（53％と 11％）についても同様に、
期待と現実との間にかなりの格差が確認される。
　さらに、Temnitskii（2004）19）から、労働の動機と満足度について、表 6 および表 7 を
みよう。表 6 から、労働の動機において、「所得」への志向は絶対的であるのに対し、「他
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相関がある限り、企業内の連帯強化につながることが確認される。
表 6　工業企業における労働者の基本的な労働の動機（単位 ％）
動機 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ
所得 81 92 73 91 89 97
他人との交際の機会 43 37 32 32 24 15
能力の全面的実現 20 20 40 21 16 24
雇用保障 - 27 30 41 36 58
出所）Temnitskii (2004) p. 31.
　備考）調査した企業の概要は、Ⅰ ‐ Tomilio, モスクワ州、1990 年、国営、424 人。Ⅱ
‐モスクワ、1993 年、株式会社に改組、327 人。Ⅲ‐モスクワ、1993 年、私企業、172 人。
Ⅳ‐モスクワ、1999 年私企業、239 人。Ⅴ‐モスクワ、2000 年、株式会社に改組、245 人。
Ⅵ ‐ モスクワ、1999 年、国営、123 人（表 7 も同様）。
表 7　支払額および職場の同僚との関係に対する満足（単位 ％）
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ
所得額への満足 19 3 25 15 20 4
同僚との関係に対する満足 81 75 76 90 89 83































に対する労働者の不満の内容についてみると、1993 年までは「経営者の無関心」が 1 位






































and Semykina (2005) は、調査を比較検討することにより、労働者の統制の所在 24） (locus 











1）Bessokirnaia and Temnitskii （2001）pp. 6-7.
2）EBRD（2007） pp. 48-51.
3）Рывкина（2004）стр. 158.
4）Linz and Semykina （2007） p. 2.
5）林（2007） 453-456 ページを参照。







9）Росстат （2007） стр. 108.
10）以下の記述は、EBRD （2007） pp. 64-73 にもとづく。
11）Kabalina（2001） pp. 28-30 を参照。
12）本節は、田尾（1993）を参照している。
13）Millar and Clayton （1986）および林（2007）を参照。
14）1998 年 4 ～ 5 月に 1700 人のロシア人に対して実施した調査をもとに、①仕事一般にたいす
る態度、②特定の仕事への態度、③特定の職場、組織への満足度という 3 点に注目して、人々
の労働態度の特徴を明らかにしている。1700 人のうち 51％が就業者であり、その内訳は自営
業者 11％、賃金労働者 89％（うちマネージャー 4％、専門家 15％、事務労働 20％、熟練労働
者 34％、非熟練労働者 16％）であった。
15）ただし、近年では都市部を中心に残業時間が大幅に増加するなど、変容も確認される。
16）1993 ～ 94 年にモスクワで 6 つの工業企業に対しておこなった調査と 1996 年の民間衣類企
業に対しておこなった調査にもとづいている




19）1990 ～ 2000 年にかけて企業労働者に対して実施した調査をもとに、社会文化的要因が工業
労働者の行動様式にどのような影響を与えているのかを示している。
20）EBRD が実施した Life in Transition Survey（LiTS）という包括的な調査。2006 年 9 月か
ら 11 月にかけて、28 の移行国およびトルコにおいて各国 1000 人にインタビューをおこなっ
た結果を集計している。EBRD （2007） pp. 62-63.
21）EBRD （2007） pp. 71-72.
22）Temnitskii （2005）参照。
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25）調査は、2002 年にタガンログの 28 の職場の 645 人および 2003 年にエカチェリンブルグの
47 の職場の 854 人に対して実施された。
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